
●
課
題
設
定

中
国
の
急
速
な
経
済
発
展
に
と
も
な
い
、
ア
ジ

ア
の
み
な
ら
ず
世
界
の
貿
易
構
造
は
大
き
く
変
貌

し
た
。
日
本
の
最
大
貿
易
相
手
国
は
ア
メ
リ
カ
で

あ
っ
た
が
、
二
○
○
四
年
に
は
中
国
（
香
港
を
含

む
）
が
ア
メ
リ
カ
を
抜
い
て
日
本
の
最
大
の
貿
易

相
手
国
に
な
っ
た
。
そ
の
結
果
、
日
中
の
貿
易
は

ア
ジ
ア
の
み
な
ら
ず
世
界
の
経
済
に
影
響
を
与
え

る
ま
で
に
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
自
由
貿
易
の
推
進
の
た
め
に
多
く
の
国

が
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
推
進
し
て
い
る
。
東
ア
ジ
ア
で
は
中

国
が
二
○
○
一
年
に
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
加
盟
し
た
の
を
皮

切
り
に
、
中
国
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
話

し
合
い
を
始
め
、
す
で
に
一
部
自
由
貿
易
が
始
ま

り
つ
つ
あ
る
。
日
本
も
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
と
Ｆ
Ｔ
Ａ

を
発
効
さ
せ
、
ま
た
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
話

し
合
い
を
推
進
し
、
韓
国
と
も
共
同
研
究
を
始
め

る
な
ど
、
こ
の
地
域
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
進
み
つ
つ
あ
る
。

そ
れ
で
は
、
東
ア
ジ
ア
地
域
に
お
い
て
日
本
と

中
国
と
い
う
二
つ
の
経
済
大
国
が
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
締
結

し
た
場
合
、
日
中
お
よ
び
同
地
域
に
ど
の
よ
う
な

影
響
を
与
え
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
東
ア
ジ
ア
に
お

け
る
経
済
連
携
の
な
か
で
も
重
要
な
日
中
経
済
の

将
来
像
を
考
え
、
あ
ら
た
め
て
日
中
の
経
済
を
と

ら
え
直
す
こ
と
は
、
政
策
決
定
者
お
よ
び
企
業
経

営
者
に
と
っ
て
有
益
な
情
報
と
な
る
で
あ
ろ
う
。

こ
れ
が
本
稿
の
課
題
で
あ
る
。

●
中
国
経
済
と
自
由
貿
易

日
本
と
中
国
で
は
経
済
体
制
や
経
済
発
展
の
程

度
が
異
な
る
。
と
く
に
中
国
は
社
会
主
義
計
画
経

済
体
制
か
ら
市
場
経
済
へ
の
転
換
を
進
め
な
が
ら

途
上
国
か
ら
の
脱
皮
を
図
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

る
。
双
方
の
制
度
の
違
い
を
考
慮
し
て
、
経
済
連

携
の
あ
り
方
を
考
え
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

ふ
り
か
え
っ
て
み
れ
ば
、
二
○
年
以
上
に
及
ぶ

改
革
・
開
放
で
中
国
は
計
画
経
済
か
ら
市
場
経
済

へ
の
転
換
を
進
め
て
き
た
。
一
九
七
八
年
末
か
ら

一
九
八
四
年
に
は
農
村
と
都
市
部
国
有
企
業
に
お

い
て
、
計
画
で
は
な
く
「
請
負
制
度
」
と
い
う
市

場
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
導
入
し
た
。
一
九
八
七

年
に
は
そ
れ
ま
で
の
四
経
済
特
区
と
い
う
小
さ
な

開
放
か
ら
、
沿
海
部
大
都
市
の
開
放
へ
と
拡
大
し

た
。
こ
の
国
内
経
済
体
制
の
改
革
と
市
場
の
開
放

は
、
一
九
九
二
年
の
鄧
小
平
の
南
巡
講
話
お
よ
び

第
一
四
回
党
大
会
で
の
「
社
会
主
義
市
場
経
済
」

体
制
の
確
立
が
う
た
わ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
本
格

化
し
て
い
っ
た
。
一
九
九
○
年
代
に
は
、
企
業
の

所
有
制
の
転
換
が
行
わ
れ
、
財
政
金
融
政
策
が
導

入
さ
れ
る
な
ど
国
内
経
済
体
制
は
市
場
経
済
化
さ

れ
て
い
っ
た
。
ま
た
、
積
極
的
に
外
資
を
導
入
し

技
術
向
上
を
は
か
り
、
ア
パ
レ
ル
な
ど
の
繊
維
産

業
の
輸
出
を
中
心
と
し
て
工
業
化
を
行
っ
て
き
た
。

こ
れ
ら
の
改
革
・
開
放
の
一
つ
の
成
果
と
し
て
、

昨
今
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
、
積
極
的
な
Ｆ
Ｔ
Ａ
戦
略
が

位
置
づ
け
ら
れ
る
。

国
際
貿
易
体
制
に
中
国
が
組
み
込
ま
れ
る
と
い

う
こ
と
は
、
①
制
度
的
に
は
「
計
画
経
済
」
要
素

や
「
中
国
独
自
の
」
要
素
を
取
り
除
き
、
市
場
経

済
と
い
う
ル
ー
ル
に
則
っ
た
国
内
経
済
体
制
を
整

備
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
し
、
②
産
業
と
し
て
は
、

財
・
サ
ー
ビ
ス
の
す
べ
て
の
分
野
に
わ
た
っ
て
国

際
市
場
で
競
争
を
行
い
、
ボ
ー
ダ
ー
レ
ス
な
国
際

産
業
構
造
再
編
に
巻
き
込
ま
れ
る
こ
と
を
意
味
す

る
。
逆
に
い
え
ば
、
中
国
が
目
指
し
て
い
る
の
は
、

国
際
貿
易
体
制
を
利
用
し
て
、
①
市
場
経
済
を
確

立
し
、
②
産
業
構
造
の
高
度
化
を
図
っ
て
持
続
的

な
経
済
成
長
を
目
指
す
こ
と
で
あ
る
と
い
え
る
。

こ
の
よ
う
な
中
国
と
日
本
が
経
済
連
携
を
目
指

す
う
え
で
重
要
な
の
は
、
制
度
的
な
障
害
と
く
に

非
関
税
障
壁
を
考
慮
し
な
が
ら
の
連
携
で
あ
る
。

日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
効
果
分
析
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市
場
経
済
の
歴
史
が
浅
い
中
国
で
は
、
貿
易
権
の

あ
る
企
業
の
み
の
貿
易
、
市
場
ル
ー
ル
が
未
発
達

ゆ
え
の
知
的
財
産
権
の
無
視
な
ど
が
日
中
間
の
障

壁
と
し
て
存
在
す
る
。
し
た
が
っ
て
こ
れ
ら
の
非

関
税
障
壁
を
取
り
込
ん
だ
形
で
の
実
証
分
析
が
必

要
と
な
る
。

●
デ
ー
タ
と
モ
デ
ル
の
イ
メ
ー
ジ

デ
ー
タ
は
日
本
貿
易
振
興
機
構
ア
ジ
ア
経
済
研

究
所
が
作
成
し
た
二
○
○
○
年
ア
ジ
ア
国
際
産
業

連
関
表
の
一
次
デ
ー
タ
で
あ
る
。
対
象
国
は
、
日

本
、
中
国
、
ア
メ
リ
カ
、
韓
国
、
台
湾
、
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
（
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
マ
レ

ー
シ
ア
、
タ
イ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
）
で
あ
り
、
ヨ
ー

ロ
ッ
パ
、
イ
ン
ド
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
つ
い
て

は
外
生
扱
い
と
な
っ
て
い
る
。

部
門
分
類
は
、
①
農
林
水
産
業
、
②
鉱
業
、
③

食
料
品
、
④
繊
維
、
⑤
化
学
、
⑥
金
属
、
⑦
一
般

機
械
、
⑧
電
子
・
電
気
機
械
、
⑨
輸
送
機
械
、
⑩

精
密
機
械
、
⑪
電
力
・
ガ
ス
・
水
道
、
⑫
建
設
、

⑬
商
業
・
運
輸
、
⑭
サ
ー
ビ
ス
、
の
一
四
部
門
と

し
た
。

そ
の
他
の
デ
ー
タ
と
し
て
、
各
国
の
関
税
デ
ー

タ
も
推
計
し
、
日
中
間
で
は
非
関
税
障
壁
も
数
量

化
し
た
。

モ
デ
ル
で
は
、
関
税
お
よ
び
非
関
税
障
壁
撤
廃

に
よ
る
経
済
的
影
響
を
詳
細
に
分
析
す
る
た
め
応

用
一
般
均
衡
分
析
を
利
用
し
た
。
そ
の
な
か
で
も
、

経
済
的
効
果
の
空
間
的
帰
着
お
よ
び
時
間
的
変
化

を
分
析
す
る
こ
と
が
可
能
な
動
学
的
空
間
的
応
用

一
般
均
衡
（D

ynam
ic SC

G
E

）
モ
デ
ル
を
構
築

し
た
。

Ｓ
Ｃ
Ｇ
Ｅ
モ
デ
ル
の
中
身
を
簡
単
に
説
明
し
よ

う
。
ま
ず
モ
デ
ル
の
中
に
一
国
の
み
な
ら
ず
数
カ

国
の
空
間
経
済
を
有
し
て
い
る
。
各
国
の
企
業
は
、

国
内
の
中
間
財
と
輸
入
中
間
財
を
そ
れ
ぞ
れ
投
入

し
、
家
計
か
ら
調
達
し
た
労
働
力
と
資
本
を
利
用

し
て
生
産
活
動
を
行
う
。
こ
の
輸
入
中
間
財
は
、

国
別
に
分
割
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
特
徴
で
あ
る
。

一
方
、
各
国
の
家
計
は
所
得
制
約
の
な
か
で
最
終

財
を
購
入
す
る
。
最
終
財
は
国
内
の
も
の
で
あ
っ

た
り
、
輸
入
品
で
あ
っ
た
り
す
る
。
輸
入
品
も
ま

た
国
別
に
別
も
の
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
。
こ
れ

ら
各
国
の
企
業
と
家
計
は
利
潤
を
最
大
化
す
る
よ

う
に
行
動
し
、
需
要
が
満
た
さ
れ
る
よ
う
に
生
産

が
決
定
さ
れ
る
モ
デ
ル
と
な
っ
て
い
る
。
そ
し
て
、

そ
れ
ら
の
企
業
と
家
計
が
経
済
原
理
に
従
っ
て
行

動
し
、
財
が
一
般
均
衡
す
る
よ
う
に
モ
デ
ル
が
動

く
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
輸
入

品
が
各
国
別
に
分
か
れ
て
お
り
、
空
間
経
済
を
把

握
し
て
い
る
こ
と
が
Ｓ
Ｃ
Ｇ
Ｅ
の
特
徴
で
あ
る
。

ま
た
本
モ
デ
ル
で
は
、
非
関
税
障
壁
を
扱
っ
た

こ
と
も
特
徴
で
あ
る
（
詳
細
は
参
考
文
献
を
見
て

欲
し
い
）。

●
日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
効
果

効
果
を
分
析
す
る
に
あ
た
っ
て
、
関
税
や
非
関

税
な
ど
の
障
壁
が
二
○
○
五
年
に
五
○
％
撤
廃
、

二
○
一
○
年
に
一
○
○
％
撤
廃
さ
れ
る
と
い
う
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
想
定
し
た
。
ま
た
以
下
の
ケ
ー
ス

を
設
定
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
効
果
を
分
析
し
た
。

（
Ｃ
１
）
日
本

－

中
国
の
関
税
撤
廃

（
Ｃ
２
）
日
本

－

中
国
の
知
的
財
産
権
（
Ｉ
Ｐ

Ｒ
）
以
外
の
障
壁
撤
廃

（
Ｃ
３
）
日
本

－

中
国
の
知
的
財
産
権
（
Ｉ
Ｐ

Ｒ
）
の
障
壁
撤
廃

（
Ｃ
４
）
日
本

－

中
国
の
非
関
税
障
壁
（
Ｎ
Ｔ

Ｂ
）（

Ｃ
２
）
は
い
わ
ゆ
る
制
度
の
差
で
あ
る
。
そ

れ
は
貿
易
権
で
あ
っ
た
り
、
検
疫
な
ど
国
情
に
よ

る
障
壁
の
差
異
を
示
し
て
い
る
。（
Ｃ
３
）
は
進

出
し
た
多
く
の
日
系
企
業
が
中
国
に
お
い
て
知
的

財
産
権
の
保
護
を
訴
え
て
お
り
、
そ
の
障
壁
撤
廃

と
は
中
国
が
知
的
財
産
権
を
保
護
し
た
場
合
を
示

す
。ま

ず
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
表
１
）
を
み
て
み
る
と
、
全
般

的
に
中
国
の
関
税
・
非
関
税
を
含
め
た
貿
易
障
壁

が
高
い
た
め
、
日
本
よ
り
も
高
い
変
化
率
を
み
せ

て
い
る
。
中
国
で
は
す
べ
て
の
障
壁
が
撤
廃
さ
れ

た
あ
と
、
二
○
○
五
年
○
・
一
二
％
、
二
○
一
五

年
○
・
三
四
％
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
押
し
上
げ
効
果
が
あ
る
。

日
本
は
二
○
○
五
年
に
は
○
・
○
％
で
あ
る
が
、

二
○
一
五
年
に
は
○
・
○
五
％
の
影
響
が
現
れ
る
。

日
本
が
相
対
的
に
小
さ
い
の
は
貿
易
依
存
度
に
も

関
係
す
る
で
あ
ろ
う
。
中
国
は
貿
易
総
額
が
Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
四
割
近
く
を
占
め
て
い
る
の
に
対
し
、
日
本

は
一
割
程
度
で
あ
る
か
ら
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
よ
る
貿
易

拡
大
効
果
が
経
済
全
体
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

ま
た
日
本
は
中
国
に
比
べ
て
障
壁
が
小
さ
い
た
め
、

障
壁
撤
廃
に
よ
っ
て
大
き
な
効
果
が
出
て
い
な
い
。

障
壁
別
で
は
、
中
国
で
は
、
制
度
障
壁＞

知
的

財
産
権
制
度＞

関
税
の
順
で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
へ
影
響
を
与

え
る
。
日
本
は
、
小
数
点
の
桁
数
上
、
表
に
は
あ
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ら
わ
れ
て
い
な
い
が
、
二
○
一
五
年
に
は
知
的
財

産
権＞

制
度
障
壁＞

関
税
の
順
と
な
る
。
し
た
が

っ
て
中
国
は
、
検
疫
の
シ
ス
テ
ム
や
流
通
な
ど
日

本
の
制
度
障
壁
の
撤
廃
が
重
要
と
な
る
が
、
日
本

経
済
に
と
っ
て
は
中
国
に
知
的
財
産
権
の
保
護
を

し
っ
か
り
行
っ
て
も
ら
う
方
が
自
国
経
済
に
と
っ

て
プ
ラ
ス
と
い
う
結
果
に
な
る
。
こ
れ
は
厚
生
面

で
も
同
じ
で
あ
る
。

輸
出
に
つ
い
て
み
る
と
や
や
趣
が
異
な
る
。
中

国
は
、
制
度
撤
廃
よ
り
も
知
的
財
産
権
保
護
の
方

が
輸
出
の
伸
び
が
大
き
い
が
、
日
本
は
逆
と
な
っ

て
い
る
。
輸
入
は
こ
の
逆
と
な
り
、
中
国
は
知
的

財
産
権
保
護
よ
り
も
制
度
撤
廃
の
方
が
輸
入
の
伸

び
が
高
く
な
る
が
、
日
本
は
制
度
撤
廃
が
、
知
的

財
産
権
保
護
○
・
九
九
％
と
な
る
。

中
国
は
輸
入
障
壁
と
し
て
は
、
知
的
財
産
権
以

外
の
制
度
障
壁
の
方
が
重
要
で
あ
り
、
知
的
財
産

権
の
保
護
は
世
界
へ
輸
出
す
る
際
の
障
壁
と
な
っ

て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
中
国
に
進
出

し
て
い
る
日
系
企
業
が
中
国
政
府
に
知
的
財
産
権

の
保
護
を
訴
え
て
い
る
の
は
、
知
的
財
産
権
の
保

護
が
日
系
企
業
の
輸
出
の
障
害
に
な
っ
て
い
る
こ

と
の
裏
返
し
と
い
え
よ
う
。
日
本
は
、
制
度
も
知

的
財
産
権
も
ど
ち
ら
も
小
さ
な
障
壁
と
な
っ
て
い

る
が
、
実
際
に
中
国
へ
の
輸
出
の
障
害
は
、
中
国

の
制
度
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

●
産
業
別
の
効
果

日
中
間
で
産
業
に
は
ど
の
よ
う
な
影
響
が
で
る

か
、
生
産
額
と
輸
出
入
額
の
変
化
率
で
み
た
の
が

図
１
〜
３
で
あ
る
。

生
産
額
の
変
化
率
で
は
、
中
国
で
は
、
繊
維
製

品
、
精
密
機
械
、
電
子
・
電
気
機
械
が
上
昇
す
る
。

二
○
一
五
年
に
繊
維
と
精
密
機
械
の
変
化
率
が
鈍

化
す
る
の
に
対
し
、
電
子
・
電
気
機
械
は
ほ
ぼ
同

じ
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
長
期
的
に
は
電
子
・

電
気
機
械
が
中
国
の
基
幹
産
業
に
成
長
し
て
い
く

可
能
性
が
高
い
。
日
本
で
は
、
伸
び
率
こ
そ
中
国

よ
り
小
さ
い
も
の
の
繊
維
産
業
が
落
ち
込
む
以
外

は
、
一
般
機
械
を
中
心
に
生
産
が
上
昇
す
る
。

輸
出
で
は
、
中
国
で
は
輸
出
変
化
率
の
一
番
大

き
な
産
業
は
食
品
で
あ
る
。
日
本
の
検
疫
、
薫
蒸

等
の
シ
ス
テ
ム
が
緩
和
さ
れ
れ
ば
、
今
以
上
に
中

国
の
野
菜
が
日
本
市
場
に
流
入
す
る
可
能
性
が
あ

る
。
変
化
率
だ
け
で
み
れ
ば
、
鉱
業
、
繊
維
、
農

林
水
産
業
も
高
い
。
し
か
し
金
額
で
は
、
繊
維
と

電
子
・
電
気
機
械
が
伸
び
る
こ
と
に
注
意
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
日
本
を
み
る
と
繊
維
の
変
化
率

が
高
い
。
日
中
間
で
は
、
染
色
、
高
級
素
材
な
ど

は
中
国
に
中
間
財
と
し
て
供
給
し
て
い
る
の
で
、

中
国
の
輸
出
が
日
本
の
中
間
財
輸
出
を
誘
発
し
て

い
る
。

輸
入
で
は
、
中
国
は
輸
送
機
械
が
圧
倒
的
に
大

き
い
が
、
そ
の
他
繊
維
、
一
般
機
械
の
輸
入
が
増

加
し
そ
う
で
あ
る
。
保
護
の
程
度
が
大
き
い
輸
送

機
械
は
関
税
・
非
関
税
障
壁
の
撤
廃
に
よ
る
影
響

は
大
き
い
。
ま
た
、
繊
維
製
品
の
中
間
財
、
機
械

産
業
の
主
役
で
あ
る
マ
ザ
ー
マ
シ
ン
、
金
型
加
工

の
機
械
な
ど
の
輸
入
が
中
国
の
工
業
化
に
と
も
な

っ
て
増
加
す
る
で
あ
ろ
う
。
日
本
は
中
国
か
ら
の

繊
維
製
品
（
最
終
財
）
お
よ
び
食
品
の
流
入
が
増

大
し
そ
う
で
あ
る
。

●
今
後
の
展
望

日
中
間
の
貿
易
は
年
々
増
大
し
て
い
る
。
主
要

品
目
は
電
子
・
電
気
機
械
で
あ
る
。
先
ほ
ど
の
分

析
で
は
変
化
率
で
あ
る
た
め
、
繊
維
や
食
品
の
大

き
な
変
化
が
観
察
さ
れ
た
が
、
金
額
で
見
れ
ば
や

は
り
電
子
・
電
気
機
械
や
一
般
機
械
な
ど
機
械
類

の
輸
出
入
は
大
き
く
、
日
中
間
の
主
要
な
貿
易
品

目
と
な
っ
て
い
る
。
一
般
的
に
他
の
部
門
に
比
べ
、

電
子
・
電
気
部
品
の
障
壁
は
日
中
間
で
も
小
さ
く

な
っ
て
き
て
お
り
、
む
し
ろ
運
輸
機
械
や
一
般
機

械
な
ど
の
制
度
、
慣
行
な
ど
の
障
壁
が
重
要
と
な

っ
て
き
て
い
る
。
現
在
の
日
中
間
を
見
る
限
り
、

中
国
の
方
が
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
積
極
的
で
あ
る
。
運
輸
機

械
と
く
に
自
動
車
産
業
に
与
え
る
影
響
は
中
国
に

と
っ
て
も
大
き
い
と
思
わ
れ
る
が
、
そ
の
よ
う
な

犠
牲
を
払
っ
て
で
も
中
国
は
自
由
貿
易
体
制
に
よ

っ
て
、
①
市
場
化
改
革
、
②
産
業
構
造
の
高
度
化

を
目
指
し
て
い
る
と
い
え
る
か
も
し
れ
な
い
。

（ 

お
か
も
と　

の
ぶ
ひ
ろ
／
大
東
文
化
大
学
国

際
関
係
学
部
准
教
授
）

《
参
考
文
献
》

①
岡
本
信
広
・
梅
﨑
創
・
小
池
淳
司
・
川
本
信
秀

・
玉
村
千
治
「
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
日
中
Ｆ
Ｔ

Ａ
の
マ
ク
ロ
経
済
効
果
分
析
」
玉
村
千
治
編

『
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
日
中
貿
易
』
ア
ジ
ア
経

済
研
究
所
、
二
○
○
七
年
。

［
付
記
］
本
稿
の
モ
デ
ル
の
作
成
、
計
算
に
つ
い

て
は
鳥
取
大
学
の
小
池
研
究
室
に
お
世
話
に
な

っ
た
。
記
し
て
謝
意
を
示
し
た
い
。
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図２－１　輸出の変化率（中国）
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図３－１　輸入の変化率（中国）
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図１－１　生産額の変化率（中国）
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図１－２　生産額の変化率（日本）
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図２－２　輸出の変化率（日本）
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地域 シナリオ
GDP 輸出 輸入 経常収支 厚生

2005
（%）

2010
（%）

2015
（%）

2005
（%）

2010
（%）

2015
（%）

2005
（%）

2010
（%）

2015
（%）

2005
（100 万ドル）

2010
（100 万ドル）

2015
（100 万ドル）

2005
（100 万ドル）

2010
（100 万ドル）

2015
（100 万ドル）

中国

IPR 以外撤廃 0.04 0.09 0.09 0.95 1.59 1.31 1.63 3.63 3.16 146,616 283,227 484,171 561 1,742 2,388 
IPR 0.03 0.06 0.07 1.11 2.08 1.79 1.16 2.50 2.25 147,496 286,616 488,599 388 1,210 1,849 
NTB 0.07 0.25 0.25 2.07 3.77 3.18 3.15 9.79 8.77 147,824 284,310 487,443 1,084 4,783 6,474 
NTB+ 日中関税 0.12 0.32 0.34 4.32 8.97 7.49 13.96 46.57 43.12 142,167 259,124 462,001 1,841 6,451 9,142 

日本

IPR 以外撤廃 0.00 0.01 0.02 0.96 1.96 1.79 0.14 0.86 1.23 130,402 202,266 275,332 66 680 1,394 
IPR 0.00 0.01 0.02 0.65 1.28 1.21 0.16 0.99 1.50 129,204 198,645 270,957 46 671 1,433 
NTB 0.00 0.02 0.04 1.75 4.50 4.12 0.34 2.02 2.94 132,833 211,114 283,662 125 1,482 3,105 
NTB+ 日中関税 0.00 0.03 0.05 5.18 14.76 13.27 2.17 7.10 8.29 141,000 245,784 321,054 361 2,209 4,159 

表１　非関税障壁を含む日中 FTAの効果（2010 年に撤廃）

（出所）筆者作成。
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